
 

 

 西条市では、市内の空家の現況を把握するため、市内全域を対象とした西条市空家実態調査を平成 27 年

度に行い、4,392 棟の空家があることが分かりました。 

 その後は、市の内部データを活用して空家数を推計していますが、令和 5 年度の空家数は 5,992 棟と増

加傾向にあります。 

 空家のうち、廃屋等老朽度が著しく活用不可能な空家（老朽危険空家）は、平成 27 年度の 454 棟から

令和 5 年度の 327 棟と減少傾向にあります。 
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そのまま放置すれば、 

 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

 著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

 著しく景観を損なっている状態 

 その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが 

不適切である状態 

にあると認められる空家等 

「空家法」制定と一部改正 
 わが国では、全国的に空家が増加しています。これらの増加する空家のうち、管理不十分な空家等が地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑みて、平成 26 年 11 月に「空家等対策の推進に関

する特別措置法」（以下「空家法」という。）が公布され、平成 27 年５月から施行されました。 

 空家法では、緊急性に鑑みて周辺に著しい悪影響を及ぼす空家、いわゆる特定空家の対応を中心とした制

度設計となっていました。しかしながら、総務省が公表した令和 5 年住宅・土地統計調査によると、空家

は依然として増加傾向にあることから、空家法の一部を改正し、「活用拡大」「管理の確保」「特定空家の除

却等」を三本の柱として、これまでの除却等の促進に加え、周囲に悪影響を及ぼす前の段階から、空家等

の有効活用や適切な管理を総合的に強化するため、令和５年６月 14 日に「空家等対策の推進に関する特

別措置法の一部を改正する法律」が公布され、同年 12 月 13 日に施行されました。 

 
西条市空家等対策計画の策定 

 空家法に則り、平成 29 年 6 月「空家等対策計画」を策定、令和４年４月中間見直しを行い第 1 回更新、

令和 7 年 4 月「空家法の改正」に基づく第 2 回更新を行いました。 

１ 計画策定の背景と目的 

本計画は、管理不十分な空家等に係る問題に対処するとともに、空家ストックの有効活用を促進し、
快適な生活環境の確保及び移住・定住促進を図ることを目的に、西条市における総合的な空家等対策
について定めたものです。 

計 画 の 目 的  

 

写真出典：愛媛県土木部道路都市局建築住宅課「県内における『特定空家等』と判断するための判定基準（案）について」（H27.12） 

２ 「空家等」の定義 

「空家等」 
 空家法では、空家等の定義を以下のように定めており、西条市における空家等対策の対象も、これに 

準じます。 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態である

もの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体

が所有し、又は管理するものを除く。 

「特定空家等」 
 さらに、空家法では、空家等のうち、適切な管理が行われていない結果、以下の状態にある空家等を

「特定空家等」と定義しています。 

 市町村は、この特定空家等について、周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置を行うことがで

きることとされています。 

※措置の内容は後述 

概要版 

（平成 29 年 6 月策定 令和 7 年 4 月更新） 

資料－１ 西条市空家等対策計画（第 2 回更新） 概要版 

 

「管理不全空家等」 
 空家法では、空家等のうち、適切な管理が行われていない結果、そのまま放置すれば特定空家等に該当す

るおそれのある空家等を「管理不全空家等」と定義しています。 

 市町村は、この管理不全空家等について、周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置を行うことがで

きることとされています。 

3 西条市における空家等の現状 

老朽危険空家数 

空家数 空家の構成イメージ 

≪管理不全空家・特定空家の参考例≫ 

 

資料：固定資産の価格等の概要調書(家屋)・住民異動情報 

棟数は令和 5 年 10 月 1 日現在 

放置した場合の悪影響の例 管理不全空家の状態 特定空家の状態 

（部材等の飛散）
・屋根ふき材の飛散 屋根ふき材の破損等 飛散のおそれがあるほどの 

著しい屋根ふき材の破損等

（部材等の落下）
・外装材の落下 外装材の破損等

落下のおそれがあるほどの 
著しい外装材の破損等



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係機関・民間団体 西条市空家等対策 
審議会 

空家等の所有者等 

 

（3）空家等対策の実施体制 

西条市空家等対策審議会 
西条市では、空家等対策計画の策定や空家等対策

の実施に関する事項を審議するための機関として、

設置しています。 

協力 連携

協議 連携 

地域住民（自治会等）との協働 

 地域の空家等に最も身近な存在である、市民及び

地元自治会との連携を強化します。 

関係機関・民間団体との連携 

 空家等については、空家法以外にも関係法令が多

岐にわたることから、関係部署間や関係機関との

連携を強化します。 

 空家等の解消に、「空家等管理活用支援法人」を

活用し、所有者が相談しやすい窓口の開設を目指

します。 

移住・定住の促進に向けた空家等の有効活用 

 空家等を有効活用し、移住希望者の移住・定住促

進に繋げます。 

 空家等を大切な地域資源と捉えて有効活用し、住

みやすさの向上や地域の活性化を図ります。 

（2）対象とする地区 

問題のある空家等への的確な対応 

 適切な管理がなされていない空家等に対しては、

的確かつ早急な対応を行い、良好な住環境の保全

を図ります。 

施策の透明性や空家等の措置に対する 

公平性の確保 

 計画の策定・改訂にあたっては、「西条市空家等

対策審議会」にて審議を行い、広く市民に計画を

開示します。 

 特定空家等に対する措置を行う場合には、公平か

つ公正な判断を行います。 

（1）基本理念 

４ 空家等対策の基本方針 

所有者等による適正管理の促進 

 空家等の管理責任は第一義的には所有者等にあ

り、適切な管理に努める責務があります。 

 市は、所有者等への意識啓発、相談体制の充実等 

を通じ、所有者等による適正管理を促進します。 

6 

地域住民（自治会等） 

1 

2 

3 

4 

5 

様々な主体と連携 
同審議会のほか、空家等の所有者等、地域住民（自

治会等）及び関係機関・民間団体と連携して対策を

実施します。 

また、庁内の実施体制としては、建設部都市計画

課及び市民生活部移住推進課を中心に、関連部局と

の情報共有・連携を図ります。 

 法務、不動産、建築等に関する専門家 

 地域団体の代表者 

 警察職員 

 消防職員 

 その他市長が必要と認める者 

審議会の 

構成員 

対象地区 市内全域 

重点地区 居住誘導区域 

西条市 都市 

計画課 

移住 

推進課 

関係部局 

連携

西条市空家等対策計画 概要版 
発行 西条市建設部 都市計画課 

〒793-8601 愛媛県西条市明屋敷 164 番地 

TEL：0897-52-1521  FAX：0897-52-1260 

空家等に関する各種調査を実施 
市内の空家等の実態を把握するため、定期的に 

次の調査を行います。 

 所在の調査 

 所有者等及び 

活用意向等の調査 

 特定空家等に該当するか 

否かを判定するための調査 

所有者等への意識啓発 
所有者等の責務について意識啓発や、行政による支

援制度等について情報提供を行います。 

仕組みの構築 
空家管理の新たな仕組みとして、本市と協定を締結

した西条市シルバー人材センターが『空き家等管理代

行サービス』を提供しています。 

（3）空家等及び跡地の活用の促進 
西条市空き家バンク制度 

移住・定住の促進に向けた空家の有効活用策とし

て、「西条市空き家バンク制度」を創設し運用を開始

しています。 

西条市移住者住宅改修支援事業 
空き家バンクを通じて購入した空家の改修費用

及び家財道具の搬出費用の一部を補助する「西条市

移住者住宅改修支援事業」を行っています。 

（6）空家等に関する相談への対応 

（2）所有者等による適切な管理の促進 

5 空家等対策の内容 

（1）空家等の調査について 

空き家 

所有者 

西条市 

空き家バンク 

宅建協会等 

(不動産事業者) 

空き家利用 

希望者 
登録 

申請 

空き家情報の提供 

（西条市 HP で公開）

交渉 

申込 
協定 連絡 

契約の 

媒介 
契約の 

媒介 

助言・ 

指導 
命令 

行政 

代執行 
勧告 

相談窓口 

本庁都市計画課 

本庁移住推進課 

関係部署（本庁） 

 

※特定空家等に関する内容は空家等対策審議会にて審議 

（5）管理不全空家等への対応 

管理不全空家等の判定 
管理不全空家等となる疑いのある空家等について

は、外観目視にて現地調査を行い、管理不全空家等

に該当するか否かの判定を行います。 

 

管理不全空家等に対する措置 

管理不全空家等と判定した空家等は、空家法に基

づき、所有者等に対して「指導」、「勧告」を段階的に

行います。 

特定空家等に対して行う「命令」や「代執行」のよ

うな強い公権力がある措置は行わず、所有者等自ら

の意思による改善を促します。 
 
老朽危険空家除却事業 

老朽化した空家の除却を促進するため、除却費用
の一部を補助する制度を行っています。 
※補助対象の要件(老朽度、沿道)あり 

緊急 

代執行 

特定空家等の判定 
特定空家等となる疑いのある空家

等については、立入調査を含む詳細

調査を行い、特定空家等に該当する

か否かの判定を行います。 

（4）特定空家等への対応 

特定空家等に対する措置 

特定空家等と判定した空家等は、空家法に基づき、

所有者等に対して「助言・指導」、「勧告」、「命令」

を段階的に行います。 

それでも状態が改善されない場合には、所有者等

の負担による「行政代執行」を行うことが可能です。

緊急に安全を確保する必要がある場合等は、「緊急代

執行」を、所有者が不存在等の場合等で特に措置が

必要な場合は、「略式代執行」や「財産管理制度」の

活用を検討します。 

※居住誘導区域とは 

一定エリアにおいて人口密度を維持することにより、生活

サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住

を誘導すべき区域のこと。 


